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はじめに 

世田谷区教育委員会では、不登校児童・生徒への支援を指導上の大きな課題と

とらえ、平成２０年８月に「世田谷区不登校対策検討委員会」を設置し、区にお

ける不登校対策の基本的な方向性の検討を開始しました。その後、平成２１年５

月に「世田谷区における不登校対策のあり方について」を策定し、第２次世田谷

区教育ビジョン第１期行動計画に「不登校への取り組みの充実」を掲げ、学校内

外において取組みの充実を目指してきました。 

平成２８年１２月には、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の

機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という。）が成立し、不登

校児童･生徒を国や自治体が支援することが初めて明記され、平成２９年３月に

は文部科学省により同法に基づく基本指針が示されました。 

これにより、不登校を「問題行動」として判断するのではなく、取り巻く環境

によっては、どの児童・生徒にも起こり得るものとして捉え、学校復帰のみを目

標とせず児童・生徒の将来の社会的な自立を目指すことが示され、従来の不登校

対策の方向性の転換も図られてきました。 

世田谷区教育委員会では、こうした不登校を取り巻く状況の変化等を踏まえ、

総合的かつ計画的に不登校対策を推進するために、平成３０年３月に「世田谷区

不登校対策アクションプラン」を策定しました。 

不登校対策の基本的考え方として「不登校児童・生徒の社会的な自立につなが

る支援を行う」を掲げ、「一人ひとりに寄り添い続ける」、「自己肯定感をはぐく

む」、「多様で適切な教育機会を確保する」、「ネットワークによる支援を行う」の

４つの方向性を示し、不登校特例校（分教室）の開設準備、ほっとスクール希望

丘の開設及び運営の民間活用、スクールソーシャルワーカーの増員、学校包括支

援員の全校配置、オンラインを活用した不登校支援の試行、進路説明会・相談会

の実施など、環境的・人的支援を進め、一定の成果を上げてきました。 

一方で、この間、新型コロナウィルス感染症の拡大に伴う、不登校児童・生徒

を取り巻く環境の変化により、学校の役割が再認識されるとともに、改めて学校・

家庭・地域が連携し、児童・生徒を誰一人取り残すことなく、最大限に学びを保

障する重要性が認識されました。 

世田谷区教育委員会においても、不登校支援の拠点となる「教育総合センター」

の開設、ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴを活用した学びの充実など、区に

おける不登校児童・生徒への支援体制も大きく変化しており、施策のさらなる充

実が求められています。 

「不登校対策アクションプラン」策定後の４年間で不登校児童・生徒を取り巻

く環境は大きく変化しており、「教育総合センター」が機能を発揮し、社会情勢の

変化に対応した新たな行動計画が必要であることから、この第２次不登校支援ア

クションプランを策定しました。 

 

令和３年１１月   
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～第１章～ 

第２次世田谷区不登校支援アクションプランの策定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「不登校」とは、何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景によ

り、児童・生徒が登校しないあるいはしたくてもできない状況であるもの（病気や経済

的な理由によるものを除く） 
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１ 第２次不登校支援アクションプランの位置付け、計画期間 

（１） 本プランの位置付け 

世田谷区教育委員会では、平成２１年５月「世田谷区における不登校対策

のあり方について」を策定し、その後、不登校児童・生徒の増加や「教育機会

確保法」の施行等、不登校を取り巻く状況の変化に対応するため、平成３０

年度に「世田谷区不登校対策アクションプラン」を策定しました。 

本計画は、「世田谷区不登校対策アクションプラン」の４年間の取組みを 

振り返り、現状と課題を的確に把握するとともに、不登校対策の拠点となる

「教育総合センター」の機能を発揮し、不登校児童・生徒を取り巻く社会情

勢や教育環境の変化にも対応した不登校支援策のさらなる充実に向けた具体

的な行動計画を定めたものです。 

 

（２）計画の期間 

第２次世田谷区教育ビジョン・調整計画及び（仮称）世田谷区未来つなが

るプラン（実施計画）等との整合を図るため、令和４，５年度の２年間を行動

計画とします。【図表１】 

   

（３）他の計画との関係 

 本調整計画は、以下の諸計画との調和や整合性が保たれた計画とします。 

① 世田谷区の計画 

・第２次世田谷区教育ビジョン・調整計画 

・世田谷区教育総合センター運営計画 

・世田谷区特別支援教育推進計画調整計画 

・世田谷区基本計画及び（仮称）世田谷区未来つながるプラン（実施計画）  

【図表２】 

② 関係法令 

 ・義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会確保等に関する 

法律 
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■ 計画期間【図表 01】 
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２０２３年 

 

４年度 ５年度 
２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ２年度 ３年度 
平成 平成 平成 平成 平成 令和 

世田谷区基本計画  

世田谷区新実施計画（前期） 世田谷区新実施計画（後期） 世田谷区未来つながるプラン 

世田谷区における不登校対策のあり方 
（平成２１年度～） 世田谷区不登校対策アクションプラン 

世田谷区特別支援教育推進計画（第２期） 世田谷区特別支援教育 
推進計画（第１期） 

調整計画 

世田谷区子ども計画（第２期） 

第２次世田谷区教育ビジョン 

第１期行動計画  第２期行動計画  調整計画 

第２次不登校支援 

アクションプラン 

■他の計画との関係（イメージ図）【図表 02】 

令和 

世田谷区基本構想 

世田谷区基本計画・世田谷区新実施計画・公共施設等総合管理計画 

第２次世田谷区教育ビジョン・調整計画 

世田谷区不登校支援アクションプラン 

世田谷区特別支援教育推進計画（調整計画） 

教育関連計画・方針 

世田谷区教育総合センター構想 

世田谷区子ども計画 

区の個別計画 

令和 令和 

世田谷区教育総合センター運営計画 
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～第２章～ 

世田谷区における不登校児童・生徒を取り巻く現状と分析 
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１ 世田谷区における不登校児童・生徒を取り巻く現状と分析 

不登校児童・生徒に対して効果的な支援を行うためには、不登校児童・生

徒数の推移、不登校になった要因、継続の理由等、的確な把握が必要です。 

区では、文部科学省の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関す

る実態調査」の中で不登校の現状把握と分析を行っています。 

また、区独自の取組みとしては、「不登校傾向等児童・生徒の状況月例調

査」を行い、学校からの不登校児童・生徒の個々の理由、対応状況等の報告

により、学校と教育委員会が連携し、不登校児童・生徒の把握と対応に努め

ています。 

ここでは、この間における不登校児童・生徒の現状を把握し、分析を行う

ことで、これまでの区における不登校施策の効果を客観的に評価し、今後、

区が取り組むべき課題を明らかにします。 

 

（１）不登校児童・生徒数の推移等 

世田谷区の小・中学校における不登校児童・生徒数は、令和２年度は小

学校３９２人、中学校５７６人、合計９６８人であり、不登校アクション

プランの初年度にあたる平成３０年度に比べ、小学校は１．２６倍、中学

校は１．１２倍と増加傾向にあります。【図表01】 

 

【図表01】世田谷区立小・中学校における不登校児童・生徒数の推移 

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 
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また、全児童・生徒数に占める割合（出現率）についても、依然として

高い水準で推移しており、令和２年度は小学校で１．０３％（１００人に

１人）、中学校で５．２４％（１９人に１人）となっております。【図表02

－1・2】 

 

【図表02-1】国、都、区における不登校児童・生徒の割合（出現率）

 
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

【図表02-2】国、都、区における不登校児童・生徒の割合（出現率）（％） 

 
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

令和２年度の不登校児童・生徒数を学年別にみると、小・中学校ともに

学年が上がるにつれて多くなり、小学校では６年生、中学校では３年生が

最も多くなっています。また、当該学年で新たに不登校となった児童・生

徒数に着目すると、中学校１学年が最も多く１２９人となっております。

【図表03】 

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度

世田谷区 0.37 0.57 0.51 0.57 0.58 0.85 0.81 1.03

都 0.43 0.46 0.49 0.52 0.56 0.74 0.88 1.06

全国 0.37 0.40 0.42 0.47 0.54 0.70 0.83 1.00

世田谷区 3.10 3.17 3.27 3.39 4.14 4.87 5.00 5.24

都 3.07 3.22 3.33 3.60 3.78 4.33 4.76 4.93

全国 2.69 2.76 2.83 3.01 3.25 3.65 3.94 4.09

小学校

中学校
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【図表03】世田谷区立小・中学校における前年度の不登校経験の有無（学年別）  

 

令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

以上のことから、不登校児童・生徒数、出現率ともに依然として高い水

準で推移しており、新たな不登校児童・生徒を生み出さないための取組み

が重要となります。また、中学校進学時において新たに不登校となる生徒

が多く、小・中学校間における支援情報のきめ細やかな引継ぎや連携のさ

らなる強化等が求められています。 

 

 

 

（２）不登校になった要因と学校復帰率 

不登校になった要因では、小学校、中学校ともに教員から見た主たる要

因は「無気力・不安」が最も多く、全体の６割を占めています。 

また、主たる要因以外の状況をみると、小学校では「家庭に係る状況」、

「学業の不振」、「いじめを除く友人関係をめぐる問題」の順で多くなって

おり、中学校では「学業の不振」、「家庭に係る状況」、「いじめを除く友人

関係をめぐる問題」となっています。【図表04－1・2】 

特に、６割を占める要因となっている「無気力・不安」という子どもの

状況に早期に気づき、適切なかかわりや支援を検討して実践する必要があ

ります。また同時に、「学業の不振」については学校と家庭で取り組むべき

課題であり、保護者との連携により児童・生徒を支える必要があります。 
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【図表04-1】教員から見た不登校の主たる要因（一人１つ必ず選択） 

令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

【図表04-2】主たるもの以外にも当てはまる要因（一人２つまで選択可） 

令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 
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これまでも教員への学校教育相談研修を含めて、教育相談室、ＳＣ配置

事業などを充実させて不登校状況への対応の改善に取り組んできました

が、このように、不登校に至る要因は児童・生徒によって様々で複雑多岐

にわたり複合的になっています。そのため、「家庭に係る状況」に対しては

児童生徒への支援に加えて保護者や家庭への福祉的支援や適切な福祉機関

等との連携、「学業の不振」に対しては児童・生徒一人一人の特性や状況に

応じた個別指導計画に基づく学習支援やＩＣＴ等を活用した多様な学習機

会の確保など、要因を的確にとらえた効果的な支援を行っていく必要があ

ります。 

 

一方で、不登校児童・生徒が学校や関係機関の指導・支援により、登校す

る又はできるようになった割合（学校復帰率）を見ると、小学校で２２．２％、

中学校で１５．３％に留まっています。【図表 05】 

 

【図表05】不登校児童・生徒への指導の結果 

令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

こうした状況は、要因を的確に捉えた適切な指導が行われているかを評

価する必要性があることを示唆しています。 

児童・生徒への支援にあたっては、的確なアセスメントに基づき、児童・

生徒の心の状態や環境等を十分に理解・把握し、一人一人の状態に応じた適

切な支援を組織的・継続的に行っていくことともに、定期的に内容を評価・

見直しを行う必要があります。 

 

他方で、近年は、不登校児童・生徒の支援に際しては、学校復帰のみを目

標とせず、児童・生徒らしさを尊重し個性に応じた学び方や進路を目指す保

護者や家庭も増えていることにも留意が必要です。 

 

 

 

 

小 学 校 中 学 校

人　　数 87 88

割　　合 22.2% 15.3%

人　　数 305 488

割　　合 77.8% 84.7%

人　　数 392 576

区　　　　分

指導の結果、登校する又はできるようになった児童生徒

計

指導中の児童生徒
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（３）不登校の長期化 

令和２年度において、不登校児童・生徒のうち９０日以上欠席している児

童・生徒の割合は、小学校で５０．５％、中学校で７３．７％となっており、

不登校児童・生徒の半数以上が長期に渡り欠席しており、小・中学校ともに

学年が上がるにつれて、その傾向が顕著となっています。【図表 06】 

 

【図表 06】不登校児童・生徒のうち９０日以上欠席している児童・生徒の割合 

 令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

学校を欠席する期間が長期化することで、学習の遅れ、生活リズムの乱れ

等も生じて、健康的な日常生活への回復が一層難しいものとなることから、

不登校の予兆への対応を含め、学校における早期段階からの支援が重要とな

ります。 

不登校期間中は、学習の遅れや進路選択上の不利益、社会的自立へのリス

クにつながる可能性が生じるため、不登校児童・生徒一人一人の状況に応じ

て、ほっとスクールや不登校特例校、フリースクールなどの民間施設、ＩＣ

Ｔを活用した学習支援など、多様な教育機会を確保する必要があります。 

また、不登校の期間中においても、社会とのつながりを持てるよう、他者

との関わりを持つことができる多様な居場所についても確保していくこと

が重要となります。 

さらに、児童・生徒や保護者の状況に応じては、児童相談所や子ども家庭

支援課、（仮称）ひきこもり相談窓口などの福祉領域の関係機関とも連携を図

っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

不登校人数 392 20 33 49 79 92 119

うち90日以上欠席人数 198 8 11 20 41 50 68

90日以上欠席割合 50.5% 40.0% 33.3% 40.8% 51.9% 54.3% 57.1%

不登校人数 576 151 210 215

うち90日以上欠席人数 425 102 152 171

90日以上欠席割合 73.8% 67.5% 72.4% 79.5%

小学校

中学校



- 12 - 

 

（４）相談機関等において、相談や指導を受けていない不登校児童・生徒 

学校内で、不登校や登校渋りの児童・生徒が相談や支援、指導等を受けて

いるのは、スクールカウンセラーが最も多く、次いで養護教諭が多くなって

います。小・中学校ともに、不登校にかかわる児童・生徒の約７割近くが学

校内での相談や助言、指導などの支援を受けています。【図表 07】 

一方で、外部の支援機関等の相談・指導も含めて支援を受けていない不登

校児童・生徒の割合は小学校で約１６％、中学校で約２２％となっています。

【図表 08】 

 

【図表 07】相談・指導等を受けた学校内外の機関等  （複数回答可） 

 令和2年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

 

【図表 08】支援機関等の相談・指導を受けていない不登校児童・生徒の割合 

令和 2 年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 
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以上のことから、不登校児童・生徒の多くが、スクールカウンセラーを活

用し相談や指導、助言等を受けていることから、スクールカウンセラーの専

門性や資質のさらなる向上が求められます。また、スクールカウンセラーを

有効に活用するためには、学校内の教育相談体制を強化し、早期に校内の連

携体制を整えて支援につなげていく必要があります。また、学校外にある教

育委員会教育相談室における不登校を主訴とする児童・生徒の来室相談件数

は３００件ほど（令和２年度）であり、不登校相談窓口での電話相談は１２

０件余り（令和２年度）となっていますが、今後も主任教育相談員、心理教育

相談員の専門性のより一層の向上を図り、学校や他の支援機関との連携を充

実させるための工夫が求められています。 

 

一方で、どこにも相談や指導を受けていない児童・生徒は、必要な支援が

受けられないまま自宅で過ごしている可能性もあり、早急に適切な支援につ

なげていく必要があります。 

 

そのため、教育相談室やほっとスクール等の支援内容を充実させていくと

ともに、課題が深刻化する前に解決する総合的な相談体制やオンラインを活

用も視野に入れた相談支援を構築していく必要があります。 

 

また、登校という結果のみを目標にするのではなく、児童・生徒が自らの

多様性や個性を生かして進路を主体的に捉え、将来、社会の一員として社会

的・職業的に自立できるよう、それぞれの状況に即した多様な学びの場や居

場所の充実を図る必要があります。 

 

不登校児童・生徒のみならず、保護者への支援も重要になることから、気

軽に参加できる相談支援の場としての「不登校保護者のつどい」や「進路説

明会」も、その内容のさらなる充実が求められます。 

 

   なお、一方では児童・生徒にとっては、不登校の時期が心身の休養や自分

らしさの発見や自分の特性を見つめ直す等の心の成長のために積極的な意

味を持つことがあることにも留意する必要があります。学校外にある教育相

談室におけるような、保護者と児童・生徒を焦らせずにじっくりと向き合い

時間の熟成を伴うゆとりのある支援は今後も重要になります。 
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